
津山市地域防災計画

（風水害等対策編）

新旧対照表
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頁 行 現行 修正案 修正理由
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39

42
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12

14

14

第１章 総則

第１節 総則

第１項 計画の目的及び基本理念

略

また、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域につい

て、都市的土地利用を誘導しないものとするなど、風水害に強い土地利用

の推進に努める。

略

第３項 災害の想定

(1) 火災

火災件数は、前年度より４件増加している。死者数は１名増加、負傷

者は１名減少し、死者は３名負傷者については７名になっている。

出火原因は、たき火・火入れが１位で、１９件となっている。空気が

乾燥する時期は大災害につながるおそれがあるため、注意が必要である。

２位はたばこで、４件となり、３位は電気機器・装置と電灯・電話等の

配線が同率となり、どちらも３件となっている。

出火種別は、建物火災が３２件で、全体の約５割を占めており、林野

火災６件、車両火災２件、となっている。

略

第２節 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

略

第２項 処理すべき事務又は業務の大綱

１ 市（津山市消防団）・消防組合

略

⑥避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告又は避難指示（緊急）の発

令を行う。

略

⑧被災者の広域一時滞在に関する協議、被災者の受け入れを行う。

略

㉔市町村が実施する被災者の広域一時滞在の調整、代行を行う。

第１章 総則

第１節 総則

第１項 計画の目的及び基本理念

略

また、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域につい

て、豪雨、洪水、土砂災害等に対するリスクの評価を踏まえ、都市的土地

利用を誘導しないものとし、必要に応じて、移転等も促進するなど、風水

害に強い土地利用の推進に努める。

略

第３項 災害の想定

(1) 火災

火災件数は、前年度より１８件減少している。死者数は２名減少、負

傷者は３名減少し、死者は１名負傷者については４名になっている。

出火原因は、たき火・火入れが１位で、１１件となっている。空気が

乾燥する時期は大災害につながるおそれがあるため、注意が必要である。

２位は車両配線・内燃機関等で、４件となり、３位は炉・かまど類、放

火・放火の疑いが同率となり、どちらも２件となっている。

出火種別は、建物火災が１９件で、全体の約４割を占めており、林野

火災５件、車両火災４件、となっている。

略

第２節 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

略

第２項 処理すべき事務又は業務の大綱

１ 市（津山市消防団）・消防組合

略

⑥緊急安全確保・避難指示・高齢者等避難の発令を行う。

略

⑧被災者の広域避難及び広域一時滞在に関する協議、被災者の受け入

れを行う。

略

㉔市町村が実施する被災者の広域避難及び広域一時滞在の調整、代行

都市計画法、都市再生

特別措置法等の改正

を踏まえた修正

数値等の修正

〃

〃

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

〃

〃
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7

9

18

24

36

22

27

４ 指定地方行政機関（市域を管轄する出先機関等）

略

(3) 大阪管区気象台（岡山地方気象台）

略

⑧市町村が行う避難勧告等の判断・伝達マニュアルやハザードマップ

等の作成に関して、技術的な支援・協力を行う。

略

(6) 日本放送協会（岡山放送局）、各民間放送会社及びケーブルテレビ（株

式会社テレビ津山）

略

③緊急警報放送、避難勧告等災害情報の伝達を行う。

略

第２章 災害予防計画

略

第２節 防災業務体制の整備

略

（新設）

（新設）

を行う。

４ 指定地方行政機関（市域を管轄する出先機関等）

略

(3) 大阪管区気象台（岡山地方気象台）

略

⑧市町村が行う避難指示等の判断・伝達マニュアルやハザードマップ

等の作成に関して、技術的な支援・協力を行う。

略

(6) 日本放送協会（岡山放送局）、各民間放送会社及びケーブルテレビ（株

式会社テレビ津山）

略

③緊急警報放送、避難指示等災害情報の伝達を行う。

略

第２章 災害予防計画

略

第２節 防災業務体制の整備

略

第２項 情報収集・連絡体制

①より迅速・的確に総合的な防災対策を実施できるようにするため、

県が保有する気象情報及び河川情報を早期に提供する防災情報シス

テムの活用を図る。

②市は web 会議システム等を活用し、県等とリアルタイムで情報共有

できるよう努める。

第３項 防災関係機関相互連携体制

①災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」と

いう。）の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため

の備えを平常時より十分行うとともに、職員間及び住民個々の防災

力の向上を図り、特に、災害時においては、状況が刻々と変化して

いくこと、詳細な情報を伝達するいとまがないことから、情報の発

信側が意図していることが正確に伝わらない事態が発生しやすくな

る。こうしたことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の

検討等を通じて、お互いに平常時から災害時の対応についてコミュ

ニケーションをとっておく等により、「顔の見える関係」を構築し信

〃

〃

岡山県地域防災計画
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頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修を通じて、構築し

た関係をさらに持続的なものにするよう努める。

国は、市及び県等と協力し、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制

度により、全国の地方公共団体による被災市町村への応援の円滑な

実施に努める。また、市及び県は、訓練等を通じて応急対策職員派

遣制度を活用した応援職員の受け入れについて、活用方法の習熟、

発災時における円滑な活用の促進に努める。

災害時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であり、平常時か

ら地方公共団体等関係機関間や、企業等との間で協定を締結するな

ど、連携強化を進めることにより、災害時に各主体が迅速かつ効果

的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、協定締結などの

連携強化に当たっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手

続等の確認を行うなど実行性の確保に留意する。民間事業者に委託

可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸

送、避難者の運送等）については、あらかじめ市、県は民間事業者

との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業

者の管理する施設を把握しておくなど、民間事業者のノウハウや能

力を活用する。また、市、県は燃料、発電機、建設機械等の応急・

復旧活動時に有用な資機材について、地域内の備蓄量、供給事業者

の保有量を把握した上で、不足が懸念される場合には、関係機関や

民間事業者との連携に努める。なお、燃料については、あらかじめ

石油販売業者と燃料の優先供給について協定の締結を推進するとと

もに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努める。市及び

県は、速やかな災害応急対策ができるよう、建設業協会との災害協

定の締結を推進する。また、災害応急対策への協力が期待される建

設業団体等の担い手確保、育成に取り組む。

②市は、避難指示等の発令及び解除を行う際に、国又は県に必要な

助言を求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り

決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、実行性

の確保に努め、必要な準備を整えておく。

③市及び県は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な

場合に、他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物

処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、
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相互応援協定の締結に努める。その際、近隣の地方公共団体に加え

て、大規模な災害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在

する地方公共団体との協定締結も考慮する。

④市は、必要に応じて、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体

制となるよう、あらかじめ相互に協定を結び、それぞれにおいて、

後方支援基地として位置付けるなど、必要な準備を整える。

⑤市及び県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞

在が可能となるよう、既存の枠組みを活用することにより国や他の

地方公共団体との協力体制の構築に努めるとともに、他の地方公共

団体との応援協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方

法を含めた手順等を定めるよう努める。

⑥市及び県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・

的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整

備に努める。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担当

者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行う。その際、新型

コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保

に配慮する。

⑦市及び県は、消防の応援について、近隣市町村及び県内市町村と

締結した協定に基づいて、消防相互応援体制の整備に努めるととも

に、緊急消防援助隊の充実強化を図り、実践的な訓練・研修等を通

じて人命救助活動等の支援体制の整備に努める。

また、同一の水系を有する上下流の市町村間においては、相互に避

難指示等の情報が共有出来るよう連絡体制を準備しておく。

⑧市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家

被害の調査や罹災証明書の交付の担当部署を決め、住家被害の調査

の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、

応援の受入体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付

に必要な業務の実施体制の整備を図る。

⑨市及び県は、男女共同参画の視点から、地方防災会議の委員に占

める女性の割合を高めるように取り組むとともに、男女共同参画担

当部局が災害対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行

い、また、男女共同参画センターが地域における防災活動の推進拠

点となるよう、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局及
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略

第３節自然災害予防対策

略

第２項 土砂災害防止対策

び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と男女共同

参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。

第４項 業務継続体制の確保

①市、県、その他防災機関は、災害発生時の災害応急対策等の実施

や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要となる人員や

資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事

後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定

等により業務継続性の確保を図る。

また、実行性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定され

る災害の特性等を踏まえつつ、必要な資源の継続的な確保、定期的

な教育・訓練・点検等の実施、訓練・研修等を通じた経験の蓄積や

状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえ

た改定などを行う。

②市及び県は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体

として重要な役割を担うこととなることから、業務継続計画の策定

等に当たっては、少なくとも首長不在時の明確な代行順位及び職員

の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、

電気・水・食料等の確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手

段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務

の整理について定めておく。

③市及び県は、ライフライン施設や廃棄物処理施設の機能の確保策

を講じるに当たっては、大規模な風水害が発生した場合の被害想定

を行い、想定結果に基づいた主要設備の風水害に対する安全性の確

保、災害後の復旧体制の整備、資機材の備蓄等を行う。

④市は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時

における優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行する

ための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。

略

第３節自然災害予防対策

略

第２項 土砂災害防止対策

岡山県地域防災計画

BCP 内容の明確化
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23

27

27

14

9

36

略

３ 実施内容

略

(3) 警戒体制の整備等

略

②警戒避難体制の実施

略

なお、避難勧告等の発令基準は、「第３章第４節第２項 避難及び避

難所の設置」に掲載しているが、今後の気象予測や、土砂災害危険

箇所の巡視等からの報告を含めて総合的に判断して発令する。

略

第４項 雨水出水対策

略

３ 実施内容

略

(2) 雨水出水対策事業の実施

浸水被害が発生しやすい地域に、ポンプ場、下水管渠等の新設または

改修を行い、雨水出水により予想される被害を未然に防止する。

略

第５項 ため池等農地防災対策

略

３ 実施内容

(1) ため池整備

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与

えるおそれがあるため池（以下「防災重点ため池」という。）のうち、

老朽化の著しいものや、早急に整備を要するものについて、ため池整

備事業等により堤体の改修及び補強、その他必要な管理施設の新設、

改良又は廃止を推進する。市等の管理者は、防災重点ため池について

順次ハザードマップを作成し住民等へ周知するよう努める。

略

第６項 風害対策

略

３ 実施内容

略

(3) 警戒体制の整備等

略

②警戒避難体制の実施

略

なお、避難指示等の発令基準は、「第３章第４節第２項 避難及び避

難所の設置」に掲載しているが、今後の気象予測や、土砂災害危険

箇所の巡視等からの報告を含めて総合的に判断して発令する。

略

第４項 雨水出水対策

略

３ 実施内容

略

(2) 雨水出水対策事業の実施

浸水被害が発生しやすい地域に、ポンプ場、下水管渠等の新設または

改修を行い、雨水出水により予想される被害を未然に防止する。

また、民間の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水被害の軽減を推進

する。

略

第５項 ため池等農地防災対策

略

３ 実施内容

(1) ため池整備

決壊した場合に、人的被害を与えるおそれがある「防災重点農業用た

め池」について、下流への影響度や老朽度、緊急性など優先度を定め

た上で、県と連携しながら改修や廃止など必要な対策を効果的かつ効

率的に進める。また、市等の管理者は、防災重点農業用ため池につい

て順次ハザードマップを作成し住民等へ周知するよう努める。

略

第６項 風害対策

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

最近の防災に関する

施策の進展を踏まえ

た修正

最近の施策の進展等

を踏まえた修正及び

表現の適正化



7

28

30

30

24

1

6

7

略

３ 実施内容

農産物について、風害に対する抵抗品種の選定等計画的栽培を実施す

る。また、災害に備えて温室等の施設の補強、果樹その他農産物の倒

伏防止等を指導する。

略

第７項 都市防災対策

略

３ 実施内容

略

(3) 都市防災対策

略

⑤その他防災対策の推進

立地適正化計画における防災指針等の各種計画を踏まえ、ハード・

ソフト面から防災・減災対策を行う。

（新設）

略

第８項 文教対策

略

３ 実施内容

農産物について、風害に対する抵抗品種の選定等計画的栽培を実施す

る。また、災害に備えて温室等の施設の補強、果樹その他農産物の倒

伏防止等を指導する。

また、自然環境の機能を活用すること等により地域のレジリエンスを

高める「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」及び「グリーンイ

ンフラ」の取組の推進など、総合的な防災・減災対策を講じることに

より、災害に強いまちの形成を図る。

略

第７項 都市防災対策

略

３ 実施内容

略

(3) 都市防災対策

略

⑤災害に強いまちの形成

市は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづく

りの推進にあたっては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域

を設定するとともに、同計画にハード・ソフト面からの防災対策・

安全確保対策を定める防災指針を位置付ける。

(4) 建築物の安全性の確保

①安全対策

市、県、国及び建築物の所有者等は、強風による屋根瓦の脱落・飛

散防止を含む落下物の防止対策を図る。

②空家対策

市は、平常時より、災害における被害が予測される空家等の状況の

確認に努める。また、災害時に、適切な管理のなされていない空家

等に対し、緊急に安全を確保するための必要最小限の措置として、

必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある部分や、応急措置の支

障となる空家等の全部又は一部の除去等の措置を行う。

略

第８項 文教対策

流域治水関連法（都市

緑地法、防災集団移転

特措法等）の改正を踏

まえた修正

都市再生特別措置法

の改正を踏まえた修

正

「屋根ふき財、外装材

及び屋外に面する帳

壁の構造方法を定め

る件」等の改正を踏ま

えた修正

「空家等対策に係る

災害対策基本法の規

定に基づく措置につ

いて」を踏まえた修正
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31

40

41

20

26

28

2

略

３ 実施内容

略

(2) 防災上必要な教育の実施

市及び県は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、

防災教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に努

める。

略

(3) 防災上必要な計画及び訓練

学校等は、児童生徒等及び教職員の防災に対する意識の高揚を図り、

災害発生時において、迅速かつ適切な行動をとりうるよう、必要な計

画を作成するとともに訓練を実施する。

①児童生徒等の安全確保

略

また、市及び県は、学校等が保護者との間で、災害発生時における児

童生徒等の保護者への引渡しに関するルールをあらかじめ定めるよう

促す。さらに、市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難

のため、災害発生時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設

と市間、施設間の連絡・連携体制の構築に努める。

略

第５節 防災活動の環境整備

第１項 防災訓練

１ 方針

災害を最小限度にとどめるためには、市・県をはじめとする防災関係

機関による災害対策の推進はもとより、市民一人ひとりが日ごろから

災害についての認識を深め、万一の災害から自らを守るとの意識の下

に、地域ぐるみで災害に対処する体制づくりが必要である。

このため、市及び県は、防災関係機関、地域住民、水防協力団体、自

主防災組織、ＮＰＯ・ボランティア等の参加を得て、防災訓練を実施

し、防災関係機関相互の協力体制の強化、予防並びに応急対策機能の

向上と市民の防災意識の高揚を図る。その際、女性の参画促進に努め

る。

略

３ 実施内容

略

(2) 防災上必要な教育の実施

市及び県は、学校における体系的かつ地域の災害リスクに基づいた防

災教育に関する指導内容の整理、防災教育のための指導時間の確保な

ど、防災に関する教育の充実に努める。

略

(3) 防災上必要な計画及び訓練

学校等は、児童生徒等及び教職員の防災に対する意識の高揚を図り、

災害時において、迅速かつ適切な行動をとりうるよう、必要な計画を

作成するとともに訓練を実施する。

略

また、市及び県は、学校等が保護者との間で、災害時における児童生

徒等の保護者への引渡しに関するルールをあらかじめ定めるよう促

す。さらに、市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難の

ため、災害時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市間、

施設間の連絡・連携体制の構築に努める。

略

第５節 防災活動の環境整備

第１項 防災訓練

１ 方針

災害を最小限度にとどめるためには、市・県をはじめとする防災関係

機関による災害対策の推進はもとより、市民一人ひとりが日ごろから

災害についての認識を深め、万一の災害から自らを守るとの意識の下

に、地域ぐるみで災害に対処する体制づくりが必要である。

過去の災害の教訓を踏まえ、全ての市民が災害から自らの命を守るた

めには、市民一人ひとりが確実に避難できるようになることが必要で

ある。このため、地域の関係者の連携の下、居住地、職場、学校等に

おいて、地域の災害リスクや自分は災害に遭わないという思い込み

（正常性バイアス）等の必要な知識を教える実践的な防災教育や避難

訓練を実施する。

「防災教育・周知啓発

ワーキング」を踏まえ

た修正

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

〃

〃

「防災教育・周知啓発

ワーキング」等を踏ま

えた修正
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41

42

42

28

1

22

略

３ 実施内容

略

(1) 基礎防災訓練の実施

略

（新設）

略

(3) 水害対応訓練

略

・避難勧告等の発令・伝達訓練

略

第２項 防災知識の普及

１ 方針

略

このため、市、県等では、住民等の防災意識の向上及び防災対策に係

る地域の合意形成の促進のため、自然災害によるリスク情報の基礎と

なる防災地理情報を整備するほか、防災に関する様々な動向や各種デ

ータをわかりやすく発信するとともに学校教育、ＧＩＳ及び各種の広

報媒体を活用する等あらゆる機会を捉え、自主防災思想の普及、徹底

や地域住民の防災意識の高揚を図る。その際、防災知識の普及を効果

的に行うためには、対象者や対象地域を明確にして実施する必要があ

る。

なお、防災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、水害時のシミ

ュレーション結果等を示しながら、「早期の立退き避難が必要な区域」

からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水継続

このため、市及び県は、防災関係機関、地域住民、水防協力団体、自

主防災組織、ＮＰＯ・ボランティア等の参加を得て、防災訓練を実施

し、防災関係機関相互の協力体制の強化、予防並びに応急対策機能の

向上と市民の防災意識の高揚を図る。その際、女性の参画促進に努め

る。

略

３ 実施内容

略

(1) 基礎防災訓練の実施

略

⑧避難所開設・運営訓練

市及び県は、新型コロナウイルス感染症対策を含む感染症の拡大のお

それがある状況下での災害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所

開設・運営訓練を積極的に実施する。

略

(3) 水害対応訓練

略

・避難指示等の発令・伝達訓練

略

第２項 防災知識の普及

１ 方針

略

このため、市、県等では、住民等の防災意識の向上及び防災対策に係

る地域の合意形成の促進のため、自然災害によるリスク情報の基礎と

なる防災地理情報を整備するほか、専門家（風水害においては気象防

災アドバイザー等）の知見も活用しながら防災に関する様々な動向や

各種データをわかりやすく発信するとともに学校教育、ＧＩＳ及び各

種の広報媒体を活用する等あらゆる機会を捉え、自主防災思想の普

及、徹底や地域住民の防災意識の高揚を図る。その際、防災知識の普

及を効果的に行うためには、対象者や対象地域を明確にして実施する

必要がある。

なお、防災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、水害時のシミ

ュレーション結果等を示しながら、「早期の立退き避難が必要な区域」

新型コロナウイルス

感染症対策を踏まえ

た修正

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

最近の防災に関する

施策の進展を踏まえ

た修正



10

43

43

29

23

24

29

39

時間等に応じて、水・食糧を備蓄すること、ライフライン途絶時の対

策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につい

て、普及啓発を図るとともに、男女双方の視点に配慮した防災知識の

普及を進めるため、防災の現場における女性の参画を拡大し、男女共

同参画の視点を取り入れた防災体制の確立に努める。

略

３ 実施内容

(1) 防災教育

①住民に対する防災教育

略

イ 最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易

トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中

電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自動車へのこまめな満タン給油、

飼い主による家庭動物（特定動物を除く。）への所有明示や同行避難、

指定避難所での飼養についての準備、保険・共済等の生活再建に向

けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策、警報等発表時や避難

指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難の意味やその発令

時にとるべき行動、指定緊急避難場所や避難所での行動、災害時の

家族内の連絡体制をあらかじめ決めておくこと等の防災知識の普及

を図る。また、地域で取り組むべき対応についても、普及啓発を図

る。

略

（新設）

からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水範囲

等に応じて、水・食糧を備蓄すること、ライフライン途絶時の対策を

とること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等について、

普及啓発を図るとともに、男女双方の視点に配慮した防災知識の普及

を進めるため、防災の現場における女性の参画を拡大し、男女共同参

画の視点を取り入れた防災体制の確立に努める。

略

３ 実施内容

(1) 防災教育

①住民に対する防災教育

略

イ 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡

易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐

中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自動車へのこまめな満タン給

油、飼い主による家庭動物（特定動物を除く。）への所有明示や同行

避難、指定避難所での飼養についての準備、保険・共済等の生活再

建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策、警報等発表時

や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の意味やその発令時にと

るべき行動、避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした

災害に対する危険性の認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動

を取るべきタイミングを逸することなく適切な行動をとること、指

定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅や職場、ホテル・旅館等の避

難場所、避難経路等の確認、様々な条件下（家屋内、路上、自動車

運転中等）で災害時にとるべき行動、指定緊急避難場所や避難所で

の行動、災害時の家族内の連絡体制をあらかじめ決めておくこと、

広域避難の実行性を確保するための通常の避難との相違点を含めた

広域避難の考え方、家屋が被災した際に、片付けや修理の前に家屋

の内外の写真を撮影するなど、生活の再建に資する行動等の防災知

識の普及を図る。また、地域で取り組むべき対応についても、普及

啓発を図る。

略

エ 市及び県は、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティ

アの活動場所等において、被災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者

「水防法」の改正を踏

まえた修正

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

災害対策基本法の改

正、最近の施策の進展

を踏まえた修正

最近の施策の進展を

踏まえた修正
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44

48

49

42

13

15

13

37

18

エ～オ（略）

カ

略

なお、避難指示（緊急）等が発令された場合の安全確保措置とし

ては、指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難のた

めのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、指

定緊急避難場所を開放していなくても躊躇なく避難指示（緊急）

を発令する事態が生じうること、また、避難時の周囲の状況等に

より、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴

う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、「近隣の安

全な場所」への移動又は「屋内安全確保」を行うべきことについ

て、周知徹底に努める。

キ（略）

略

第３項 自主防災組織の育成及び消防団の活性化

略

３ 実施内容

略

(3) 企業防災の実施

略

⑨事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従

業員等が屋外を移動することのないよう、テレワークの実施、時差

出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措

置を講ずるよう努める。

略

第４項 住民及び事業者の地区防災活動の推進

略

３ 実施内容

略

（新設）

にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」意識の普及を図

る。

オ～カ（略）

キ

略

なお、避難指示等が発令された場合の安全確保措置としては、指

定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難のためのリー

ドタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、指定緊急避

難場所を開放していなくても躊躇なく避難指示を発令する事態が

生じうること、また、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避

難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得

ないと住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移

動又は「屋内安全確保」を行うべきことについて、周知徹底に努

める。

ク（略）

略

第３項 自主防災組織の育成及び消防団の活性化

略

３ 実施内容

略

(3) 企業防災の実施

略

⑨事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従

業員等が屋外を移動することのないよう、また、避難を実施する場

合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの実施、時差出勤、

計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講

ずるよう努める。

略

第４項 住民及び事業者の地区内の防災活動の推進

略

３ 実施内容

略

ウ 市は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住す

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

〃

「令和元年台風第 19

号等を踏まえた避難

情報及び広域避難等

のあり方について」を

踏まえた修正

表現の適正化

災害対策基本法の改
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50

51

51

29

2

3

5

12

略

第６節 要配慮者等の安全確保計画

略

３ 実施内容

(1) 要配慮者等の把握、避難行動要支援者名簿等

略

③避難行動要支援者名簿の作成

市は、市地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との

連携の下、平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握して避

難行動要支援者名簿を作成し、災害発生時に効果的な利用により、

避難行動要支援者に対する避難支援や迅速な安否確認等が適切に

行われるよう努める。

市は、避難支援等に携わる関係者として市地域防災計画に定めた

消防機関、県警察、民生委員、児童委員、社会福祉協議会、自主防

災組織等に対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、

または、条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提

供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者

に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避

難訓練の実施等を一層図る。その際の名簿の提供に当たっては、個

人情報の漏えい防止に十分留意する。

また、避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動

要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映し

たものとなるよう定期的に更新するとともに、庁舎の被災等の事態

が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情

報の適切な管理に努める。

市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を指定緊急避難

場所から指定避難所、あるいは一般の指定避難所から福祉避難所へ

円滑に移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び

る地区において、地区防災計画を定める場合には、地域全体での避

難が円滑に行われるよう個別避難計画で定められた内容を前提とし

た避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図ら

れるよう努める。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図

られるよう努める。

略

第６節 要配慮者等の安全確保計画

略

３ 実施内容

(1) 要配慮者等の把握、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画等

略

③避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成

市は、市地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避

難計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認

等を行うための措置について定める。

市は、市地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など

の関係部局の連携の下、平常時より避難行動要支援者に関する情報

を把握して避難行動要支援者名簿を作成する。また、避難行動要支

援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や

避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても

名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。

災害発生時に効果的な利用により、避難行動要支援者に対する避難

支援や迅速な安否確認等が適切に行われるよう努める。

市は、市地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など

関係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地

域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成

するよう努める。また、個別避難計画については、避難行動要支援

者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方

法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新

するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画

の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努

正を踏まえた修正
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19

25

30

移送方法等についてあらかじめ定めるよう努める。

略

(5) 生活の支援等

略

⑤浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、津山市地域防災計画

める。

市は、避難支援等に携わる関係者として市地域防災計画に定めると

ころにより、消防機関、県警察、民生委員・児童委員、社会福祉協

議会、自主防災組織など避難支援に関わる関係者に対し、避難行動

要支援者本人の同意を得ることにより、または、条例の定めにより、

あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとともに、多様な主体

の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。

その際の名簿の提供に当たっては、個人情報の漏えいの防止等必要

な措置を講じる。

市は、市地域防災計画に定めるところにより、消防機関、県警察、

民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援

等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援実施

者の同意を得ることにより、個別避難計画を提供する。また、多様

な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層

図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等、必要な措置を

講じる。

市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者について

も、避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避

難支援等に携わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の

協議、調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をする。

市は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画

を作成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。

また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。

市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を指定緊急避難場

所から指定避難所、あるいは一般の指定避難所から福祉避難所へ円

滑に移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移

送方法等についてあらかじめ定めるよう努める。

略

(5) 生活の支援等

略

⑤浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、津山市地域防災計画

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正
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55

25

36

37

に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者

は、関係機関の協力を得て、水害や土砂災害が発生するおそれがある

場合における避難確保に関する計画を策定し、それに基づき、避難誘

導等の訓練を実施する。なお、市及び県は、要配慮者利用施設の避難

確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確認す

るよう努める。

第７節 防災対策の整備・推進

略

第２項 緊急物資等の確保計画

１ 物資の備蓄・調達

市及び県は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を

想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や過去の災害等を踏ま

えて、必要とされる食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシート、

土のう袋その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備

し、それら必要な物資の供給のための計画を定めておくとともに、物資

調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠

点の登録に努める。被災地において必要となる物資は時間の経過ととも

に変化するため、時宜を得た物資の調達に留意する。また、被災地の実

情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや男女のニーズの違いに配

慮する。

略

第３章 災害応急対策計画

略

第２節 防災活動

略

第３項 情報の収集・伝達及び防災関係機関相互の連携体制

略

３ 実施内容及び方法

略

(4) 防災関係機関相互の連携体制

に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者

は、関係機関の協力を得て、水害や土砂災害が発生するおそれがある

場合における避難確保に関する計画を策定し、それに基づき、避難誘

導等の訓練を実施する。なお、市及び県は、要配慮者利用施設の避難

確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確認す

るよう努める。また、市は、当該施設の所有者又は管理者に対して、

必要に応じて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等

を行う。

第７節 防災対策の整備・推進

略

第２項 緊急物資等の確保計画

１ 物資の備蓄・調達

市及び県は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を

想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や過去の災害等を踏ま

えて、必要とされる食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシート、

土のう袋その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備

し、それら必要な物資の供給のための計画を定めておくとともに、物資

調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠

点の登録に努める。被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変

化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意する。また、避難所

における感染症拡大防止に必要な物資をはじめ、夏季には冷房器具、冬

季には暖房器具、燃料等も含めるなど、被災地の実情を考慮するととも

に、要配慮者等のニーズや男女のニーズの違いに配慮する。

略

第３章 災害応急対策計画

略

第２節 防災活動

略

第３項 情報の収集・伝達及び防災関係機関相互の連携体制

略

３ 実施内容及び方法

略

(4) 防災関係機関相互の連携体制
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略

⑤市は、避難指示（緊急）等の解除を行う際に、国又は県に必要な助

言を求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決

めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、実行性の確

保に努め必要な準備を整えておく。

略

(7) 業務継続体制の確保

略

④市は、躊躇なく避難指示（緊急）等を発令できるよう、平常時から

災害時における優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行

するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。

略

第３節 災害広報及び報道

略

３ 実施内容

(1) 広報の方法

①報道機関による広報

気象予報及び警報等をはじめ、避難勧告等の発令、防災対策活動、

被害状況等の重要事項を新聞、テレビ、ラジオ等の報道機関に発表

し、迅速かつ的確な報道について協力を得る。

略

(2) 広報の内容

略

④避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告又は避難指示（緊急）の発

令

略

第４節 罹災者の救助保護

略

第２項 避難の勧告等及び避難所の設置

１ 方針

災害により危険が急迫し、住民の生命・身体の保護が必要と認められ

るときは、市長等は、住民に対し避難のための立退きを勧告・指示して、

安全な場所へ避難させることが必要であるとともに、風水害による被害

略

⑤市は、避難指示等の解除を行う際に、国又は県に必要な助言を求め

ることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておく

とともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、実行性の確保に努め

必要な準備を整えておく。

略

(7) 業務継続体制の確保

略

④市は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時に

おける優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するため

の役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。

略

第３節 災害広報及び報道

略

３ 実施内容

(1) 広報の方法

①報道機関による広報

気象予報及び警報等をはじめ、避難指示等の発令、防災対策活動、

被害状況等の重要事項を新聞、テレビ、ラジオ等の報道機関に発表

し、迅速かつ的確な報道について協力を得る。

略

(2) 広報の内容

略

④緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令

略

第４節 罹災者の救助保護

略

第２項 避難指示等及び避難所の設置

１ 方針

災害により危険が急迫し、住民の生命・身体の保護が必要と認められ

るときは、市長等は、住民に対し避難のための立退きを指示して、安全

な場所へ避難させることが必要であるとともに、風水害による被害

災害対策基本法の改
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を軽減させるためには、近年の気象・水象予測精度の高度化を踏まえ、

事前に住民の避難誘導を行うなどの種々の措置を的確に行うことが重要

である。特に、避難準備・高齢者等避難開始の発令により、高齢者や障

害のある人等、避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難

や風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を促

進するなど、市町村があらかじめ定めるマニュアル・計画に沿った避難

支援を行うことが重要であるため、それらを踏まえた避難の方法及び指

定避難所の設置について定める。

令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所に

おける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を

推進する。

２ 実施機関（実施責任者）等

(1) 避難の勧告等

略

３ 実施内容

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特に必要があると

認めるときは、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、

災害発生情報、避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難

開始の発令を行う。また、切迫性に応じて避難指示（緊急）等の伝達

文の内容を工夫すること、その対象者ごとに警戒レベルに対応した取

るべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民の積極

的な避難行動の喚起に努める。

(1) 避難準備・高齢者等避難開始

略

(2) 避難勧告、避難指示（緊急）

略

避難勧告、避難指示（緊急）をすることができる者は次のとおりであ

る。

①市長(災害対策基本法第６０条第１項)

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特に必要がある

と認めるときは、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対

を軽減させるためには、近年の気象・水象予測精度の高度化を踏まえ、

事前に住民の避難誘導を行うなどの種々の措置を的確に行うことが重要

である。特に、高齢者等避難の発令により、高齢者や障害のある人等、

避難行動に時間を要する避難行動要支援者に対して、早めの段階で避難

行動を開始することを求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必

要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自主的な避難を呼び

かけるなど、市町村があらかじめ定めるマニュアル・計画に沿った避難

支援を行うことが重要であるため、それらを踏まえた避難の方法及び指

定避難所の設置について定める。

新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の

感染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナ

ウイルス感染症を含む感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進す

る。

２ 実施機関（実施責任者）等

(1) 避難の指示等

略

３ 実施内容

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特に必要があると

認めるときは、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、

緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令を行う。また、切迫性

に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対

象者ごとに警戒レベルに対応した取るべき避難行動がわかるように伝

達することなどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努める。

(1) 高齢者等避難

略

(2) 避難指示

略

避難指示をすることができる者は次のとおりである。

①市長(災害対策基本法第６０条第１項)

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特に必要がある

と認めるときは、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対
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新型コロナウイルス

感染症対策対策を踏

まえた修正

災害対策基本法の改
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し、避難準備・高齢者等避難開始の発令を行う。

略

(3) 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の発令基

準

市長は、住民の生命、財産の保護を図るため、次の基準により避難準

備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の発令を行う。

①水害の場合

ア 避難準備・高齢者等避難開始

略

(ｴ)避難準備・高齢者等避難開始の発令が必要となるような強い降

雨を伴う台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予

想される場合

略

イ 避難勧告

略

(ｴ)避難勧告の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、

夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

ウ 避難指示（緊急）

(ｱ)～(ｳ)

エ 災害発生

略

②土砂災害の場合

ア 避難準備・高齢者等避難開始

略

イ 避難勧告

略

ウ 避難指示（緊急）

(ｱ)～(イ)

(ｲ)避難勧告等による立退き避難が十分でなく、再度立退き避難を居

住者等に促す必要がある場合

エ 災害発生

略

(4) 住民への伝達方法

し、高齢者等避難、避難指示の発令を行う。

略

(3) 高齢者等避難、避難指示の発令基準

市長は、住民の生命、財産の保護を図るため、次の基準により高齢者

等避難、避難指示の発令を行う。

①水害の場合

ア 高齢者等避難

略

(ｴ)高齢者等避難の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風

等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

略

イ 避難指示

略

(ｴ)避難指示の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、

夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

（削除）

(ｵ)～(ｷ)

ウ 緊急安全確保

略

②土砂災害の場合

ア 高齢者等避難

略

イ 避難指示

略

（削除）

(ｷ)～(ｸ)

(ｸ)避難指示等による立退き避難が十分でなく、再度立退き避難を居

住者等に促す必要がある場合

ウ 緊急安全確保

略

(4) 住民への伝達方法

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

字句の修正

災害対策基本法の改
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①住民への伝達方法

市長は、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）

を発令したとき、又はその通知を受けたときは、直ちに、避難の対

象地域、避難勧告等の理由、避難先及び避難上の留意事項等を明確

にし、市防災行政無線、有線放送、災害情報メール、インターネッ

トのホームページ等により住民に伝達するとともに、市職員及び消

防団員を派遣し、広報車、サイレン、半鐘、ハンドマイク等により

住民及びその地域の滞在者に周知徹底を図る。

略

②避難勧告等の判断・伝達マニュアルの整備

「避難準備・高齢者等避難開始」を位置付けるほか、国の「避難勧

告等に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、避難勧告等の対象区

域や発令の客観的な判断基準等について定めた避難勧告等の判断・

伝達マニュアルを整備する。また、マニュアルの整備に当たっては

以下の点に留意する。

（洪水に関する事項）

市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等

及び水位周知下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情

報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令基準を

設定する。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地

下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについ

ては、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難勧告等の発令基

準を策定する。また、避難勧告等の発令対象区域については、細分

化しすぎるとかえって居住者等にとってわかりにくい場合が多いこ

とから、立退き避難が必要な区域を示して勧告したり、屋内での安

全確保措置の区域を示して勧告したりするのではなく、命を脅かす

洪水等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲を

あらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努

める。県は、市に対し、これらの基準及び範囲の設定及び見直しに

ついて、必要な助言等を行う。

（土砂災害に関する事項）

土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が

発表された場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具

①住民への伝達方法

市長は、高齢者等避難、避難指示を発令したとき、又はその通知を

受けたときは、直ちに、避難の対象地域、避難指示等の理由、避難

先及び避難上の留意事項等を明確にし、市防災行政無線、有線放送、

災害情報メール、インターネットのホームページ等により住民に伝

達するとともに、市職員及び消防団員を派遣し、広報車、サイレン、

半鐘、ハンドマイク等により住民及びその地域の滞在者に周知徹底

を図る。

略

②避難情報の判断・伝達マニュアルの整備

「高齢者等避難」を位置付けるほか、国の「避難情報に関するガイ

ドライン」の趣旨を踏まえ、避難情報の対象区域や発令の客観的な

判断基準等について定めた避難情報の判断・伝達マニュアルを整備

する。また、マニュアルの整備に当たっては以下の点に留意する。

（洪水に関する事項）

市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等

及び水位周知下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情

報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難情報の発令基準を設

定する。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下

空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについて

は、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難情報の発令基準を

策定する。また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避

難した場合、混雑や交通渋滞が発生するおそれ等があることから、

災害リスクのある区域に絞って避難指示等の発令、対象区域を設定

するとともに、必要に応じて見直すよう努める。県は、市に対し、

これらの基準及び対象区域の設定及び見直しについて、必要な助言

等を行う。

（土砂災害に関する事項）

土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報等

が発表された場合に直ちに避難指示等を発令することを基本とした
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体的な避難勧告等の発令基準を設定する。また、面積の広さ、地形、

地域の実情等に応じて市をいくつかの地域に分割した上で、土砂災

害に関するメッシュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含

まれる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難勧告等

を発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するととも

に、必要に応じ見直すよう努める。県は、市に対し、これらの基準

及び範囲の設定及び見直しのほか、警戒避難体制の整備・強化に必

要な助言等を行う。

（共通事項）

ａ 避難準備・高齢者等避難開始の発令により、避難行動要支援者の

迅速な避難や、風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等の

自主的な避難を促進する。

ｂ 避難勧告・避難指示（緊急）及び災害発生情報を夜間に発令する

可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における避難

準備・高齢者等避難開始の発令に努める。

ｃ 避難勧告の発令の際には、指定緊急避難場所を開放していること

が望ましいが、避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時

間の豪雨の場合は、躊躇なく避難勧告を発令する。

(5) 避難誘導及び移送

略

②住民への避難誘導体制

市は、避難勧告等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避

難経路等の住民の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画してお

く。

略

③避難の受入れ及び情報提供

略

イ 市は、避難路、指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ

指定し、日頃から住民等への周知徹底に努める。

また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、

日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害

の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。

なお、市及び県は災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見

具体的な避難情報の発令基準を設定する。また、面積の広さ、地形、

地域の実情等に応じて市をいくつかの地域に分割した上で、土砂災

害の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地

域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令で

きるよう、発令対象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、

必要に応じ見直すよう努める。県は、市に対し、これらの基準及び

範囲の設定及び見直しのほか、警戒避難体制の整備・強化に必要な

助言等を行う。

（共通事項）

ａ 高齢者等避難の発令により、避難行動要支援者の迅速な避難や、

風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を

促進する。

ｂ 避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合

には、避難行動をとりやすい時間帯における高齢者等避難の発令に

努める。

ｃ 避難指示の発令の際には、指定緊急避難場所を開放していること

が望ましいが、避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時

間の豪雨の場合は、躊躇なく避難指示を発令する。

(5) 避難誘導及び移送

略

②住民への避難誘導体制

市は、避難指示等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避

難経路等の住民の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画してお

く。

略

③避難の受入れ及び情報提供

略

イ 市は、避難路、指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ

指定し、日頃から住民等への周知徹底に努める。

また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、

日本産業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災

害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。

なお、市及び県は災害種別一般図記号を使った避難場所標識の
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工業標準化法の改正

に伴う修正

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正
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方に関する周知に努める。

ウ 市は、避難誘導に当たっては、避難場所及び避難路や難先、災

害危険箇所等（浸水想定区域、土砂災害警戒区域等、雪崩危険箇

所等）の所在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努

める。

また市は、発災時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成する。

また、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により、その

内容の住民等に対する周知徹底を図るための措置を講じる。

なお、防災マップの作成に当たっては住民も参加する等の地域の

災害リスクやその根拠を理解できるよう工夫をすることによ

り、災害からの避難に対する住民等の理解の促進を図るよう努め

る。

エ 避難指示（緊急）等が発令された場合の安全確保措置としては、

指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の

状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって

危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、

「近隣の安全な場所」へ移動又は「屋内安全確保」を行うべきこ

とについて、住民等への周知徹底に努める。

オ 市は、風水害の発生のおそれがある場合には、防災気象情報等

を十分把握するとともに、河川管理者、水防団等と連携を図りな

見方に関する周知に努める。

ウ 市は、避難誘導に当たっては、避難場所及び避難路や避難先、

災害危険箇所等（浸水想定区域、土砂災害警戒区域等、雪崩災害

の危険箇所等）の所在、災害の概要その他の避難に資する情報の

提供に努める。

また市は、災害時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成する。

また、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により、その

内容の住民等に対する周知徹底を図るための措置を講じる。

なお、防災マップの作成に当たっては住民も参加する等の地域の

災害リスクやその根拠を理解できるよう工夫をすることにより、

災害からの避難に対する住民等の理解の促進を図るよう努める。

エ 避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避

難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本と

するものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確

保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」

を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所

等への避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行

うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。

市及び県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時

滞在が可能となるよう、他の地方公共団体との応援協定の締結

や、広域避難における居住者等及び広域一時滞在における被災

住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施される

よう運送業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・

受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。

市及び県は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療

養者等の被災に備えて、平常時からハザードマップ等に基づき、

自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努

める。また、市は新型コロナウイルス感染症を含む感染症の濃

厚接触者を個室や避難所での専用の避難スペースに避難誘導す

る。

オ 市は、風水害の発生のおそれがある場合には、防災気象情報等

を十分把握するとともに、河川管理者、水防団等と連携を図りな
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がら、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の警戒活動を行う。そ

の結果、危険と認められる場合には、住民に対して避難指示（緊

急）等発令するとともに、適切な避難誘導を実施する。特に、台

風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨

発生が予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対し

てわかりやすく適切に状況を伝達することに努める。

市は、住民に対して避難指示（緊急）等発令するにあたり、対象

地域の適切な設定等に留意するとともに、避難勧告及び避難指示

（緊急）を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をと

りやすい時間帯における避難準備・高齢者等避難開始の発令に努

める。

市は、災害の状況に応じて避難指示（緊急）等を発令した上で、

避難時の周囲の状況等により、「近隣の安全な場所」への待避や、

「屋内安全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるように

努める。

市は、危険の切迫性に応じて避難指示（緊急）等の伝達文の内容

を工夫すること、その対象者を明確にすること、避難勧告等

に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベ

ルに対応した取るべき避難行動がわかるように伝達するこ

となどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努める。

市は、災害対策本部の置かれる本庁舎等において十分な状況把握

が行えない場合は、避難指示（緊急）等を行うための判断を風水

害の被災地近傍の支所等において行うなど、適時適切な避難誘導

に努める。

住民への避難勧告等の伝達に当たっては、市防災行政無線を始め、

Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニ

ティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、

ワンセグ等のあらゆる伝達手段の複合的な活用を図り、対象地域

の住民への迅速かつ的確な伝達に努める。特に、夜間や早朝に突

発的局地的豪雨が発生した場合における、エリアを限定した伝達

について、エリア限定の有効性や課題等を考慮した上で検討する。

略

(6) 指定避難所等の指定

がら、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の警戒活動を行う。そ

の結果、危険と認められる場合には、住民に対して避難指示等発

令するとともに、適切な避難誘導を実施する。特に、台風による

大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予

測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対してわかり

やすく適切に状況を伝達することに努める。

市は、住民に対して避難指示等発令するにあたり、対象地域の適

切な設定等に留意するとともに、避難指示及び緊急安全確保を夜

間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間

帯における高齢者等避難の発令に努める。

市は、災害の状況に応じて避難指示等を発令した上で、避難時の

周囲の状況等により、「近隣の安全な場所」への待避や、「屋内安

全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるように努める。

市は、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫す

ること、その対象者を明確にすること、避難指示等に対応す

る警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応

した取るべき避難行動がわかるように伝達することなどに

より、住民の積極的な避難行動の喚起に努める。

市は、災害対策本部の置かれる本庁舎等において十分な状況把握

が行えない場合は、避難指示等を行うための判断を風水害の被災

地近傍の支所等において行うなど、適時適切な避難誘導に努める。

住民への避難情報の伝達に当たっては、市防災行政無線を始め、

Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニ

ティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、

ワンセグ等のあらゆる伝達手段の複合的な活用を図り、対象地域

の住民への迅速かつ的確な伝達に努める。特に、夜間や早朝に突

発的局地的豪雨が発生した場合における、エリアを限定した伝達

について、エリア限定の有効性や課題等を考慮した上で検討する。

略

(6) 指定避難所等の指定
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市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、公民

館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、地形等及び想定さ

れる災害に対する安全性等に応じ、その管理者の同意を得た上で、被

災者が避難生活を送るための指定避難所をあらかじめ指定し、ハザー

ドマップや広報紙等を通じ、また、所要の箇所に表示板を設置する等

により、住民への周知徹底を図る。

市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障

害のある人等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を指定する

よう努める。

指定避難所については、市は、被災者を滞在させることに必要となる

適切な規模を有し、速やかに被災者等を受け入れること等が可能な構

造又は設備を有する施設であって、想定される災害による影響が比較

的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指

定する。なお、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定さ

れる施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が

講じられており、また、災害が発生した場合において要配慮者が、相

談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者

を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されているもの等を

指定する。また、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねること

ができる。

略

指定避難所として指定した施設については、その施設の管理者と使用

方法等について事前に協議するとともに、同項(2)－①に掲げる避難の

勧告・指示の実施責任者（市長を除く。）に報告する。

指定避難所に指定された施設の管理者は、換気、照明等良好な環境を

確保するために、換気、照明等の施設の整備に努める。

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症

市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイ

ルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、公民館、学校等の公共的施

設等を対象に、地域の人口、地形等及び想定される災害に対する安全

性等に応じ、その管理者の同意を得た上で、避難者が避難生活を送る

ために十分な指定避難所をあらかじめ指定し、平常時から、指定避難

所の場所、収容人数等について、ハザードマップや広報紙等を通じ、

また、所要の箇所に表示板を設置する等により、住民への周知徹底を

図る。また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知する

ことも想定し、ホームページ等の多様な手段の整備に努める。

（移設）

指定避難所については、市は、避難者を滞在させることに必要となる

適切な規模を有し、速やかに被災者等を受け入れること等が可能な構

造又は設備を有する施設であって、想定される災害による影響が比較

的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指

定する。市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが

困難な障害のある人等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を

指定するよう努める。なお、福祉避難所として要配慮者を滞在させる

ことが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保する

ための措置が講じられており、また、災害が発生した場合において要

配慮者が、相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主と

して要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されて

いるもの等を指定する。また、指定緊急避難場所と指定避難所は相互

に兼ねることができるが、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼

ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難すること

が不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知徹底するよう

努める。

略

指定避難所として指定した施設については、その施設の管理者と使用

方法等について事前に協議するとともに、同項(2)－①に掲げる避難の

指示の実施責任者（市長を除く。）に報告する。

指定避難所に指定された施設の管理者は、換気、照明等良好な環境を

確保するために、換気、照明等の施設の整備に努める。

市及び県は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平

最近の防災に関する

施策の進展を踏まえ

た修正

〃
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患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福

祉担当部局が連携して、必要な場合にはホテルや旅館等の活用等を含

めて検討するよう努める。

市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者

との間で事前に指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努め

る。

市は、マニュアルの作成、訓練・研修等を通じて、指定避難所の運営

管理のために必要な知識等の普及に努めるものとする。この際、住民

への普及に当たっては、住民が主体的に指定避難所を運営できるよう

に配慮するよう努める。

略

(7) 指定避難所の施設設備の整備

市は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、簡易ベッド、非常用発電、衛生携帯電話等の通信機器

のほか、空調、洋式トイレ、シャワー等の入浴設備など、要配慮者に

も配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情

報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図る。

市は、指定避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食

料、飲料水、常備薬、マスク、消毒液、体温計、簡易ベッド、炊き出

し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めるとともに、指

定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備

蓄場所の確保、通信設備の整備等を進める。

略

(8) 指定避難所等の開設

指定避難所の開設については、あらかじめ指定している施設を利用す

ることを原則とするが、災害の状況によっては、テント等により仮設

する。

常時から指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに、

感染症患者が発生した場合の対応を含め、防災担当部局と保健福祉担

当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努める。また、必要な場

合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館等の

活用を含めて可能な限り多くの避難所の開設に努める。

市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者

との間で事前に指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努め

る。

市は、マニュアルの作成、訓練・研修等を通じて、指定避難所の運営

管理のために必要な知識等の普及に努めるものとする。この際、住民

への普及に当たっては、住民が主体的に指定避難所を運営できるよう

に配慮するよう努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、

熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。

略

(7) 指定避難所の施設設備の整備

市は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、簡易ベッド、非常用発電、衛生携帯電話等の通信機器

のほか、空調、洋式トイレ、シャワー等の入浴設備など、要配慮者に

も配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、避難者による災害情

報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図る。

市は、指定避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食

料、飲料水、携帯トイレ、簡易トイレ、常備薬、マスク、消毒液、体

温計、段ボールベッド、パーティション、炊き出し用具、毛布等避難

生活に必要な物資や、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に

必要な物資等の備蓄に努める。また、備蓄品の調査にあたっては、要

配慮者、女性、子どもに配慮する。指定避難所となる施設において、

あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保、通信設備の整備

等を進める。

略

(8) 指定避難所等の開設

市は、指定避難所を開設したときは、住民等に対し周知徹底を図ると

ともに速やかに県に報告する。市は、災害の規模にかんがみ、必要な

避難所を、可能な限り当初から開設するよう努める。また、要配慮者

「被災住民等の熱中

症対策について」を踏

まえた修正
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市は、指定避難所を開設したときは、住民等に対し周知徹底を図ると

ともに速やかに県に報告する。なお、市は避難所を開設する場合には、

あらかじめ施設の安全性を確認する。また、要配慮者のため、必要に

応じて福祉避難所を開設する。指定避難所に指定された施設の管理者

は、市と緊密な連絡をとる。指定避難所だけでは施設が量的に不足す

る場合には、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、災害に

対する安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難所として開設する。

さらに、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、

旅館・ホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。ま

た、被災による生活環境の悪化に起因した子どもの心身への影響を軽

減するため、避難所内又は避難所外に、子どもが安心して生活できる

安全な居場所機能を持つスペース又は部屋を設けるよう努める。

なお、指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる

場合や、道路の途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域

に指定避難所を設置・維持することの適否を検討する。

市は、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じら

れるよう、避難所の開設状況を適切に県に報告し、県はその情報を国

に共有するよう努める。

略

(9) 福祉避難所の開設

略

社会福祉施設は、被災した社会福祉施設、市町村、県の要請に応じて、

自らの施設入所者の処遇を確保しつつ、可能な限り被災した要配慮者

を受け入れる。

略

(13) 指定避難所の管理運営

略

⑧市は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、指定避難所

における正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等につい

ては、避難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を

のため、必要に応じて福祉避難所を開設する。指定避難所に指定され

た施設の管理者は、市と緊密な連絡をとる。指定避難所だけでは施設

が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、

ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、要

配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・旅

館等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。なお、市は避

難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。また、

被災による生活環境の悪化に起因した子どもの心身への影響を軽減す

るため、避難所内又は避難所外に、子どもが安心して生活できる安全

な居場所機能を持つスペース又は部屋を設けるよう努める。

なお、指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる

場合や、道路の途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域

に指定避難所を設置・維持することの適否を検討する。

市は、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じら

れるよう、避難所の開設状況を適切に県に報告し、県はその情報を国

に共有するよう努める。

市は、特定の避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐ

ため、ホームページ等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周

知する等、避難の円滑化に努める。

略

(9) 福祉避難所の開設

略

社会福祉施設は、被災した社会福祉施設、市町村、県の要請に応じて、

自らの施設入所者の処遇を確保しつつ、可能な限り被災した要配慮者

を受け入れる。それでもなお、福祉避難所が不足する場合には、国（厚

生労働省）と公的宿泊施設、ホテル・旅館等の借り上げについて協議

するなど必要な避難先の確保に努める。

略

(13) 指定避難所の管理運営

略

⑧市は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、指定避難所

における正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等につい

ては、避難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を

〃

最近の施策の進展を

踏まえた修正

表現の適正化

〃

〃
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有した外部支援者等の協力が得られるよう努めるとともに、必要に

応じ、他の地方公共団体に対して協力を求める。また、指定避難所

の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体

的に関与する運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援す

る。

⑨指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものである

よう努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把

握に努め、必要な対策を講じる。また、避難の長期化等に対応し、

プライバシーの確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴施設設置

の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理

栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、

配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態や避難場所

の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努めるものとす

る。

略

⑫指定避難所の運営における意思決定の場への女性の参画を推進する

とともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。特

に、男女別の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用

下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定

避難所における安全性の確保など、性別や子育て家庭のニーズに配

慮した指定避難所の運営管理に努める。

（新設）

⑬市及び県は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難所の長

期化等にかんがみ、必要に応じ、旅館やホテル等への移動を避難者

に促す。

⑭～⑯ 略

有した外部支援者等の協力が得られるよう努めるとともに、必要に

応じ、他の地方公共団体に対して協力を求める。また、指定避難所

の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体

的に関与する運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援す

る。

⑨指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものである

よう努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把

握に努め、必要な対策を講じる。また、避難の長期化等に対応し、

プライバシーの確保状況、段ボールベッド、パーティション等の活

用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、

保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策

の必要性、食料の確保、配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難

者の健康状態や避難場所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講

じるよう努めるものとする。

略

⑫指定避難所の運営における意思決定の場への女性の参画を推進する

とともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。特

に、男女別の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用

下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配

布等による指定避難所における安全性の確保など、性別や子育て家

庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。

⑬市は、指定避難所における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの

発生を防止するため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置

する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用でき

る場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意

喚起のためのポスターを掲載するなど、女性や子ども等の安全に配

慮するよう努める。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、

被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。

⑭市及び県は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難所の長

期化等にかんがみ、必要に応じ、ホテル・旅館等への移動を避難者

に促す。

⑮～⑰ 略

新型コロナウイルス

感染症対策対策を踏

まえた修正

最近の施策の進展を

踏まえた修正

〃

表現の適正化

新型コロナウイルス

感染症対策対策を踏

まえた修正
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（新設）

⑰市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災

担当部局と保健福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な

措置を講じるよう努める。

略

（新設）

⑱市は、指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策のため、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難ス

ペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講じるよ

う努める。

⑲市及び県は、被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染

症の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部

局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。

また、自宅療養者が指定避難所に避難する可能性を考慮し、保健福

祉担当部局は、防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を

共有する。

略

５ 広域避難

(1) 市は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、市の区域外への広域

的な避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判

断した場合において、県内の他の市町村への受け入れについては当該

市町村に直接協議し、他の都道府県の市への受け入れについては県に

対し当該他の都道府県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要

すると認めるときは、県知事に報告した上で、自ら他の都道府県内の

市町村に協議することができる。

(2) 県は、市から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行う。

(3) 県は、市から求めがあった場合には、受入先の候補となる地方公共団

体及び当該地方公共団体における避難者の受入能力（施設数、施設概

要等）等、広域避難について助言を行う。

(4) 市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避

難の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難

者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努

める。

(5) 市、国、県、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレー

ションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上

で、広域避難を実施するよう努める。

(6) 市、政府本部、指定行政機関、公共機関、県及び事業者は、避難者の

ニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、放送事業者

を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報

〃

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正
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５ 広域一時滞在

(1) 市は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等にかんがみ、

市の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合において、県内の他の市町村への受け入れについて

は当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受け入れにつ

いては、県に対し当該他の都道府県との協議を求める。

略

第３項 救助

１ 方針

災害により生命、身体が危険となった者を緊急に救助し、負傷者につ

いては、医療機関に収容する必要があるので、その方法等について定

める。

なお、発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な

時間帯であることを踏まえ、人命救助及びこのために必要な活動に人

的・物的資源を優先的に配分する。

略

第 12 項 文教災害対策

１ 方針

災害が発生し、又は発生のおそれがある場合に、迅速かつ適切な措置

をとるため、必要な計画を定める。

略

３ 実施内容

(1) 児童生徒等の安全管理

①災害が発生し、又は発生のおそれがあるときは、校（園）長は、常

に気象情報等に注意するとともに、教育委員会との連携を密にして情

報把握に努め、事故を未然に防止するため、実態に即して休業等適切

な措置を講ずる。

略

第１１節 雪害対策

を提供できるように努める。

６ 広域一時滞在

(1) 市は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等にかんがみ、

市の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合において、県内の他の市町村への受け入れについて

は当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受け入れにつ

いては、県に対し当該他の都道府県との協議を求めることができる。

略

第３項 救助

１ 方針

災害により生命、身体が危険となった者を緊急に救助し、負傷者につ

いては、医療機関に収容する必要があるので、その方法等について定

める。

なお、発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な

時間帯であることを踏まえ、人命救助及びこのために必要な活動に人

的・物的資源を優先的に配分する。

災害現場で活躍する警察・消防・自衛隊の部隊は、新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策のため、職員の健康管理やマスク着用等を

徹底する。

略

第 12 項 文教災害対策

１ 方針

災害時に、迅速かつ適切な措置をとるため、必要な計画を定める。

略

３ 実施内容

(1) 児童生徒等の安全管理

①災害時は、校（園）長は、常に気象情報等に注意するとともに、教

育委員会との連携を密にして情報把握に努め、事故を未然に防止する

ため、実態に即して休業等適切な措置を講ずる。

略

第１１節 雪害対策

表現の適正化

新型コロナウイルス

感染症対策対策を踏

まえた修正

災害対策基本法の改

正を踏まえた修正

〃
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略

３ 実施内容

(3) 道路交通の確保

略

特に、集中的な大雪に対しては、道路管理者は道路ネットワーク全体

として通行止め時間の最小化を図ることを目的に、車両の滞留が発生

する前に関係機関と調整の上、予防的な通行規制を行い、集中的な除

雪作業に努める。

略

第１５節 広域応援・雇用

１ 方針

大規模な災害が発生した場合、市だけでは、対応が不十分となること

が考えられ、このような場合における防災関係機関等に対する応援、

雇用について定める。なお、市及び県は、大規模な災害が発生した時

は、あらかじめ関係地方公共団体により締結された広域応援協定等や

「被災市区町村応援職員確保システム」に基づき、速やかに応援体制

を整える。

略

３ 実施内容

略

(2) 他の市町村からの応援要請

市は、他の市町村から応援を要請された場合には、災害応急対策のう

ち、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応

急措置については、正当な理由がない限り、応援を行う。災害応急対

策の実施について、応援に従事する者は、被災市町村の指揮の下に行

動する。

略

３ 実施内容

(3) 道路交通の確保

略

特に、集中的な大雪に対しては、道路管理者は人命を最優先に幹線道

路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え方と

して、車両の滞留が発生する前に関係機関と調整の上、予防的な通行

規制を行い、計画的・集中的な除雪作業に努める。

略

第１５節 広域応援・雇用

１ 方針

大規模な災害が発生した場合、市だけでは、対応が不十分となること

が考えられ、このような場合における防災関係機関等に対する応援、

雇用について定める。なお、市及び県は、大規模な災害が発生した時

は、あらかじめ関係地方公共団体により締結された広域応援協定等や

「応急対策職員派遣制度」により、速やかに応援体制を整える。

略

３ 実施内容

略

(2) 他の市町村からの応援要請

市は、他の市町村から応援を要請された場合には、災害応急対策のう

ち、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応

急措置については、正当な理由がない限り、応援を行う。災害応急対

策の実施について、応援に従事する者は、被災市町村の指揮の下に行

動する。

応援職員の派遣に当たっては、新型コロナウイルス感染症を含む感染

症対策のため、派遣職員の健康管理やマスク着用を徹底する。また、

市及び県は、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など応援

職員等の執務スペースの適切な確保に配慮する。また、市及び県は「応

急対策職員派遣制度」による岡山県以外の地方公共団地への派遣が円

滑に実施できるよう、災害対策業務の内容に応じ派遣する職員のリス

ト化や業務に必要な資材の準備など、支援体制の整備を図る。

最近の施策の進展を

踏まえた修正

名称の変更に伴う修

正

新型コロナウイルス

感染症対策対策を踏

まえた修正

最近の施策の進展を
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略

第１６節 ボランティアの受入れ、活動支援計画

略

（新設）

略

第４章 災害復旧・復興計画

第１節

略

第２項

略

（新設）

２～９ 略

略

第１６節 ボランティアの受入れ、活動支援計画

略

４ その他

県又は県から事務の委任を受けた市町村は、共助のボランティア活動

と市及び県の実施する救助の調整事務について、社会福祉協議会等が

設置する災害ボランティアセンターに委託する場合は、当該事務に必

要な人件費及び旅費を災害救助法の国庫負担の対象とすることができ

る。

略

第４章 災害復旧・復興計画

第１節

略

第２項

略

２ 被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことが

できるよう、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細や

かな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができ

る環境の整備に努める。

３～１０ 略

踏まえた修正

〃


